
附 属 明 細 書
１．固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第84 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第89 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減
損損失の明細 （単位：千円）

資 産 の 種 類 期首残高 当期増加額

当 期 減 少 額

期末残高

減価償却累計額 減損損失累計額
差引当期末
残高 摘要

当期償却額 当期償却額 当期損益
内

当期損益
外

有形固定資産
(特定償却資産)

建 物 111¶977¶565 1¶437¶110 455¶246 6¶417 112¶959¶429 41¶206¶398 4¶073¶615 ` ` ` 71¶753¶031

建 物 （Ｐ Ｆ Ｉ） 4¶413¶490 ` ` ` 4¶413¶490 1¶204¶082 200¶061 ` ` ` 3¶209¶408

構 築 物 8¶418¶394 97¶707 17¶446 113 8¶498¶655 5¶796¶096 185¶742 ` ` ` 2¶702¶559

構 築 物 （Ｐ Ｆ Ｉ） 85¶161 ` ` ` 85¶161 31¶754 4¶400 ` ` ` 53¶406

機 械 及 び 装 置 336¶903 ` 40¶372 ` 296¶531 253¶095 10¶304 ` ` ` 43¶435

工 具 ・ 器 具 及 び 備 品 7¶681¶756 26¶563 429¶665 ` 7¶278¶654 5¶594¶009 709¶837 ` ` ` 1¶684¶644

工具・器具及び備品（ＰＦＩ） 13¶968 ` ` ` 13¶968 13¶095 667 ` ` ` 872

図 書 161¶962 ` ` ` 161¶962 ` ` ` ` ` 161¶962

船 舶 9¶904 ` ` ` 9¶904 9¶903 8 ` ` ` 0

車両及びその他の陸上運搬具 7¶176 ` ` ` 7¶176 7¶176 ` ` ` ` 0

計 133¶106¶283 1¶561¶381 942¶730 6¶530 133¶724¶934 54¶115¶614 5¶184¶638 ` ` ` 79¶609¶320

有形固定資産
（特定償却資産
以外）

建 物 35¶537¶951 2¶335¶170 33¶383 596 37¶839¶738 11¶694¶999 1¶596¶715 ` ` ` 26¶144¶739

建 物 （Ｐ Ｆ Ｉ） 178¶466 ` ` ` 178¶466 48¶261 8¶588 ` ` ` 130¶204

構 築 物 2¶674¶405 176¶643 657 2 2¶850¶391 858¶856 164¶104 ` ` ` 1¶991¶534

構 築 物 （Ｐ Ｆ Ｉ） 695 ` ` ` 695 252 42 ` ` ` 442

機 械 及 び 装 置 537¶930 ` 2¶298 ` 535¶631 522¶175 34¶636 ` ` ` 13¶455

工 具 ・ 器 具 及 び 備 品 102¶237¶681 9¶883¶487 3¶756¶813 32¶169 108¶364¶354 80¶517¶190 10¶785¶880 ` ` ` 27¶847¶163

工具・器具及び備品（リース） 15¶589¶482 498¶168 2¶005¶707 ` 14¶081¶944 11¶229¶613 2¶550¶548 ` ` ` 2¶852¶331
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] 放射性同位元素

放射性同位元素については、放射性廃棄物の除去に係る債務を有しておりますが、耐用年数が

超長期に及ぶため、処分時期が明確でないことから、資産除去債務を合理的に見積もることがで

きません。

そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

^ 建物の賃貸借契約

賃貸借契約に基づき使用する建物等については、退去時における原状回復に係る債務を有して

おりますが、契約上の使用期間が明確でなく、現在のところ移転等も予定されていないことから、

資産除去債務を合理的に見積もることができません。

そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

_ 使用貸借している土地の上に建設している建物
使用貸借契約している土地の上に建設している建物等については、退去時における原状回復に
係る債務を有しておりますが、契約上の使用期間が明確でなく、現在のところ移転等も予定され
ていないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。
そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

（その他国立大学法人等の状況を適切に開示するために必要な会計情報）
１．増資関係
\ 増資の概要
最近の経済情勢等に鑑み、日本経済再生に向けた緊急経済対策の一環として成長による富の創
出を図るため本法人の行う産学共同の研究開発による実用化促進に要する資金に充てるため、平
成24年度補正予算（第一号）により平成25年３月28日付けで国からの出資を受け入れております。

] 増資を受けた結果
政府出資金が、16¶600百万円増加しております。
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